事　務　概　要　書
宅建業免許グループ

　課内の人事管理、予算執行、一般庶務及び他のグループに属さない事務等の適正な執行に努めた。

また、宅地建物取引業法、不動産の鑑定評価に関する法律、不動産特定共同事業法による免許、登録、許可及びこれらに付随する事務の適正な執行に努めた。

１．宅地建物取引業法の適正な運用

（１）宅地建物取引士資格登録

　

　　　ア．宅地建物取引士資格登録申請及び変更申請件数

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	登録申請
	1,964件
	2,191件
	2,432件　

	変更登録申請
	5,870件
	6,007件
	5,868件　


平成29年度  歳入　宅地建物取引士資格登録簿登録手数料　　　72,668,000円

平成30年度  歳入　宅地建物取引士資格登録簿登録手数料　　　81,178,000円

令和 元年度  歳入　宅地建物取引士資格登録簿登録手数料　　　90,021,000円

　　　イ．宅地建物取引士資格登録移転申請及び登録件数

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	転　入
	申　　請
	72件
	89件
	85件

	
	登　　録
	70件
	86件
	87件

	転　出
	申　　請
	110件
	101件
	84件

	
	登　　録
	109件
	96件
	89件


平成29年度　歳入　宅地建物取引士資格登録移転申請手数料　　　　576,000円

平成30年度　歳入　宅地建物取引士資格登録移転申請手数料　　　　752,000円

令和 元年度　歳入　宅地建物取引士資格登録移転申請手数料　　　　672,000円

　　　ウ．宅地建物取引士資格登録消除件数（転出によるものを除く）

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	登録消除
	48件
	52件
	　55件　


エ．宅地建物取引士登録者数（各年度末時点）

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	登録者数
	97,171名
	99,248名
	 101,614名　


オ．宅地建物取引士証交付件数

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	新規及び転入
	2,507件
	2,737件
	2,762件

	更新
	5,829件
	7,605件
	7,568件　

	再交付及び書換
	292件
	218件
	248件　

	合　計
	8,628件
	10,560件
	10,578件　


平成29年度　歳入　宅地建物取引士証交付申請手数料　　　38,826,000円

平成30年度　歳入　宅地建物取引士証交付申請手数料　　　51,484,500円

令和 元年度　歳入　宅地建物取引士証交付申請手数料　　　49,041,000円

（２）宅地建物取引業者免許事務

ア．宅地建物取引業者免許申請件数

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	知　事
	新　規
	  697件　
	  714件　
	  788件　

	
	更　新
	2,561件　
	2,329件　
	1,454件　

	
	合　計
	3,258件　
	3,043件　
	2,242件　

	大　臣
	新　規
	   30件　
	   28件　
	   23件　

	
	更　新
	  64件　
	  74件　
	  40件　

	
	合　計
	   94件　
	   102件　
	   63件　

	計
	新　規
	  727件　
	  742件　
	  811件　

	
	更　新
	2,625件　
	2,403件　
	1,494件　

	
	合　計
	3,352件　
	3,145件　
	2,305件　


平成29年度  歳入　宅地建物取引業免許申請手数料　　107,514,000円

平成30年度  歳入　宅地建物取引業免許申請手数料　　100,485,000円

令和 元年度  歳入　宅地建物取引業免許申請手数料　　 74,052,000円

イ．廃業届受理件数

	　　　　 　　年度

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	知　　　　事
	359件
	331件
	337件

	大　　　　臣
	10件
	4件
	5件

	合　　　　計
	369件
	335件
	342件


ウ．免許業者数（各年度末時点）

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	知　　　　事
	12,341件　
	12,508件　
	12,769件　

	大　　　　臣
	363件　
	375件　
	385件　

	合　　　　計
	12,704件　
	12,883件　
	13,154件　


エ．営業保証金取戻し証明件数

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	法務局供託分
	 32件　
	 36件　
	 29件　

	保証協会分
	591件　
	467件　
	496件　

	合　　　　　計
	623件　
	503件　
	525件　


（３）宅地建物取引業者免許申請書の閲覧

免許申請書閲覧件数　　　　　　

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	知　　　　事
	11,536件　
	10,496件　
	9,140件　

	大　　　　臣
	   194件　
	   205件　
	   193件　

	合　　　　計
	11,730件　
	10,701件　
	9,333件　


（４）未供託宅地建物取引業者等の免許の取消

免許取消件数

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	知　　　 事
	4件　
	4件　
	4件　


　　

２．不動産の鑑定評価に関する法律の適正な運用

（１）不動産鑑定士、不動産鑑定士補の登録申請件数

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	不動産鑑定士
	　9件　
	　9件　
	　10件　

	不動産鑑定士補
	 0件　
	 0件　
	 0件　


（２）不動産鑑定業者の登録申請件数

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	知　事
	新　規
	16件　
	8件　
	12件　

	
	更　新
	47件　
	32件　
	37件　

	
	合　計
	63件　
	40件　
	49件　

	大　臣
	新　規
	 0件　
	 0件　
	 1件　

	
	更　新
	 4件　
	 0件　
	 3件　

	
	合　計
	 4件　
	 0件　
	 4件　

	計
	新　規
	16件　
	8件　
	13件　

	
	更　新
	51件　
	32件　
	40件　

	
	合　計
	67件　
	40件　
	53件　


平成29年度　歳入　不動産鑑定業者登録申請手数料　　    857,200円

平成30年度　歳入　不動産鑑定業者登録申請手数料　　    571,200円

令和 元年度　歳入　不動産鑑定業者登録申請手数料　　    658,400円

（３）廃業届受理件数

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	知　　　　事
	10件　
	10件　
	11件　

	大　　　　臣
	0 件　
	0 件　
	0 件　

	合　　　　計
	 10件　
	 10件　
	 11件　


（４）不動産鑑定業者の登録数（各年度末時点）

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	知　事
	法　人
	160件　
	162件　
	164件　

	
	個　人
	102件　
	102件　
	98件　

	
	合　計
	262件　
	264件　
	262件　

	大　臣
	法　人
	 13件　
	 13件　
	 13件　

	
	個　人
	  0件　
	  0件　
	  0件　

	
	合　計
	 13件　
	 13件　
	 13件　


　
（５）不動産鑑定業登録簿の閲覧

　　　登録申請書閲覧件数　　　　　　

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	知　　　　　事
	24件　
	19件　
	14件　

	大　　　　　臣
	2件　
	2件　
	4件　

	計
	26件　
	21件　
	18件　


３．不動産特定共同事業法の適正な運用

1． 不動産特定共同事業許可申請件数
（下段は平成29年12月１日から追加された小規模不動産特定共同事業登録申請件数、大臣許可申請に係る都道府県経由事務が、平成29年12月から廃止）

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	知　　　　事
	0件　
	1件　
	2件　

	
	0件
	2件
	0件

	大　　　　臣
	0件　
	－　
	－　

	
	0件
	－
	－

	合　　　　計
	0件　
	1件　
	2件　

	
	0件
	2件
	0件


平成29年度　歳入　不動産特定共同事業許可申請手数料　          0円

平成30年度　歳入　不動産特定共同事業許可申請手数料　    200,000円

令和 元年度　歳入　不動産特定共同事業許可申請手数料　    160,000円

2． 許可事業者数（下段は平成29年12月1日から追加された小規模不動産特定

　　　　　　　共同事業登録事業者数）

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	知　　　　事
	5 件　
	5 件　
	 6件　

	
	0 件
	2 件
	2件

	大　　　　臣
	3 件　
	3 件　
	 3件　

	
	0 件
	0 件
	0件

	合　　　　計
	8 件　
	8 件　
	 9件　

	
	0 件
	2 件
	2件


　　　　　　

宅建業指導グループ

宅地建物取引業法、不動産の鑑定評価に関する法律及び不動産特定共同事業法（免許、登録及び許可に関する事務を除く。）の施行等に関する事務の適正な執行に努めた。

１．宅地建物取引業法の適正な運用

　（１）指導監督　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　宅地建物取引の公正を確保するとともに、消費者を保護し、宅地建物取引業の健全な発達を促進するため宅地建物取引業者の指導監督に努めた。

ア．宅地建物取引業者に対する指導及び研修　　　　　　　　　

宅地建物取引業新規免許業者及び営業保証金供託宅地建物取引業者（業界団体非加盟業者）並びに宅地建物取引業関係団体役員を対象として、宅地建物取引業法や人権問題に関する研修会を開催した。

また、入居差別や土地差別の解消のため、不動産に関する人権問題連絡会（宅地建物取引業関係７団体で構成）とともに、「宅地建物取引業人権推進員制度」により、人権推進員を養成している。

令和元年度は、人権推進員養成講座を受講した236名を宅地建物取引業人権推進員として認定した。

・新規免許業者・営業保証金供託業者研修会（主催：大阪府）

令和　元年 ６月11日開催（参加者　137名）

令和　２年 ２月 ７日開催（参加者　128名）

・宅地建物取引業関係団体役員研修
　　　 令和　元年 ９月30日開催（参加者　74名）

・人権推進員制度による人権研修（人権推進員養成講座）

（共催：不動産に関する人権問題連絡会、大阪府）

平成３１年 ４月17日開催（参加者　４名）

令和　元年 ６月 ５日開催（参加者　48名）

令和　元年 ８月 ７日開催（参加者　28名）

令和　元年10月 ３日開催（参加者　24名）

令和　元年12月 ４日開催（参加者　56名）

令和　２年 ２月 ６日開催（参加者　76名）

イ．監督処分及び措置件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

宅地建物取引業者

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	取　　　　　　　消
	38件　
	23件　
	21件　

	業務停止
	 4件　
	 7件　
	10件　

	指示
	 1件　
	 1件　
	3件　

	勧告
	 56件　
	 47件　
	　43件　

	合　　　　計
	99件　
	78件　
	77件　


宅地建物取引士

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	登録消除
	9件　
	2件　
	4件　

	事務禁止
	0件　
	0件　
	0件　

	指示
	0件　
	0件　
	0件　

	合　　　　計
	9件　
	2件　
	4件　


（２）宅地建物取引相談　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

宅地建物取引相談、紛争相談については、消費者への取引知識の啓発と業者指導を行いその問題解決に努めた。

消費者啓発として、小冊子「マイホーム購入のためのちょっとアドバイス」及び「賃貸借契約のためのちょっとアドバイス」を作成配布し、紛争の防止に努めた。

相談状況

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	取引の事前相談

（主として、業者の信用調査、取引の不安等）
	11,765件

(11,730件)
	10,769件

(10,724件)
	9,401件

(9,353件)

	解約紛争

（主として､ﾛｰﾝ不成立、物件説明の相違､預り金･申込み証拠金の返還､前金保全措置等）
	60件
	78件
	71件

	誇大広告等による紛争

（主として、広告表示と事実の相違、約束不履行、詐欺取引等）
	 4件
	3件
	 3件

	引渡し、補修工事の遅延

（主として、物件引渡しの遅延、瑕疵補修、工事の不履行等）
	9件
	6件
	8件

	賃貸借関係の紛争

（主として保証金、敷金等）
	29件
	26件
	26件

	報酬に関する紛争

（主として媒介手数料の取り過ぎ等）
	 4件
	4件
	8件

	合　　　　　　　　　　計
	   11,871件

(11,730件)
	10,886件

 (10,724件)
	   9,517件

(9,353件)


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※（　）内は閲覧件数

２．不動産の鑑定評価に関する法律の適正な運用

　

（１）指導監督　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　監督処分及び措置件数

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	登録消除
	0件　
	0件
	0件　

	業務停止
	0件　
	0件
	0件　

	勧告
	0件　
	0件
	0件　

	合計
	0件　
	0件
	0件　


（２）不動産鑑定士試験の実施協力　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	年度　

区分
	平成29年度

	受験申込書の受付数 
	短答式　
	142件　

	
	論文式　
	43件　


　
　　※都道府県の経由事務を廃止する法律改正（第８次地方分権一括法）の施行に伴い、平成30年度より当該業務は廃止された。

　　　　　　　　　　　　　
３．不動産特定共同事業法の適正な運用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

指導監督

　　　　監督処分及び措置件数

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	取　　　　　　　消
	0件　
	0件　
	0件　

	業務停止
	0件　
	0件　
	0件　

	解　　　　　　　任
	0件　
	0件　
	0件　

	指　　　　　　　示
	0件　
	0件　
	1件　

	勧　　　　　　　告
	0件　
	0件　
	0件　

	合計
	0件　
	0件　
	1件　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４．栄典・表彰事務

建設産業、不動産業又は、住宅産業等の振興発展に顕著な功績のあった所管団体関係者について、叙位・叙勲、褒章、大臣表彰、憲法記念日知事表彰等における受賞候補者の推薦手続きを行った。

建設業許可グループ

　建設業法による許可、経営事項審査及び建設機械抵当法による打刻・検認、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）による解体工事業者の登録及びこれらに付随する事務の適正な執行に努めた。

１．建設業法の適正な運用

　（１）建設業許可事務

　　　

ア．建設業許可申請件数

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	知　事
	新　　規
	2,516件　
	1,984件
	2,180件

	
	更　　新
	6,154件　
	3,797件
	5,314件

	
	業種追加
	1,270件　
	1,359件
	1,262件

	
	計
	9,940件　
	7,140件
	8,756件

	大　臣
	新　　規
	81件   　
	77件
	85件

	
	更　　新
	311件　
	216件
	318件

	
	業種追加
	128件　
	155件
	137件

	
	計
	520件　
	448件
	540件

	合　　　　計
	10,460件　
	7,588件
	9,296件


平成29年度　　歳入　　建設業許可申請手数料　597,640,000円
平成30年度　　歳入　　建設業許可申請手数料　438,032,000円

令和 元年度　　歳入　　建設業許可申請手数料　526,920,000円

イ．廃業届受理件数

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	知　　　　事
	868件　
	681件
	764件　

	大　　　　臣
	37件　
	48件
	62件　

	合　　　　計
	905件　
	729件
	826件　


ウ．建設業者数（各年度末時点）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　知事許可

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	業者数
	35,974件　
	36,586件
	37,326件


大臣許可

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	業者数
	1,480件　
	1,490件
	1,496件


　　　
（２）建設業許可の証明、確認等

建設業許可証明、確認件数
	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	建設業許可証明確認
	8,678件　
	7,638件
	7,513件


平成29年度　　歳入　　建設業許可証明手数料　　　4,339,000円

平成30年度　　歳入　　建設業許可証明手数料　　　3,901,200円

令和 元年度　　歳入　　建設業許可証明手数料　　　3,765,500円

（３）建設業許可申請書の閲覧

　　　許可申請書閲覧件数　

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	知　　　　事
	60,925件
	55,678件
	55,729件


（４）経営事項審査（経営規模等評価及び総合評定値請求）

　　申請書受理件数

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	知　　　　事
	7,262件　
	7,339件　
	7,374件　

	大　　　　臣
	814件　
	826件　
	806件　

	合　　　 計
	8,076件　
	8,165件　
	8,180件　


平成29年度　　歳入　　経営事項審査手数料　　117,539,500円

平成30年度　　歳入　　経営事項審査手数料　　121,557,000円

令和 元年度　　歳入　　経営事項審査手数料　　123,682,000円

２．建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律の適正な運用

（１）解体工事業者登録

　　　　　解体工事業者登録申請件数

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	登録申請件数
	69件
	116件
	123件　

	登録更新申請件数
	26件
	21件
	26件　


平成29年度　　歳入　　解体工事業者登録手数料　　　2,953,000円

平成30年度　　歳入　　解体工事業者登録手数料　　　4,374,000円

令和 元年度　　歳入　　解体工事業者登録手数料　　　4,742,000円

（２）解体工事業者登録簿の閲覧

　　　　　解体工事業者登録簿の閲覧件数

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	閲　覧　件　数
	68件
	89件
	132件　


　
（３）解体工事業者登録証明

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	登録証明件数
	10件　
	5件　
	5件　


平成29年度　　歳入　　解体工事業者登録証明手数料　　  5,000円

平成30年度　　歳入　　解体工事業者登録証明手数料　　  2,800円

令和 元年度　　歳入　　解体工事業者登録証明手数料　　  3,000円
３．建設機械抵当法による打刻・検認

	年度　

区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	打　刻　件　数
	1件
	0件
	4件　

	検　認　件　数
	9件
	6件
	3件　


平成29年度　　歳入　　建設機械打刻検認申請手数料　　360,000円

平成30年度　　歳入　　建設機械打刻検認申請手数料　　216,000円

令和 元年度　　歳入　　建設機械打刻検認申請手数料　　252,000円

建設指導グループ
　　建設業法に基づく建設業者等への指導監督、建設工事統計調査及び公民協働人材確保推進事業に関する事務の適正な執行に努めた。

１．建設業法の適正な運用

　（１）指導監督

　　　建設工事の適正な施工を確保し、発注者を保護するとともに、建設業の健全な発達を　促進するため、関係機関と緊密な連携を図り、建設業者等への指導監督に努めた。

　　　

　　　ア．業者指導・指導通達

　　建設業者の健全化に資するため、建設業界・団体に対し指導通達を行った。

	･R 1. 8. 7
･R 1. 9.13
･R 1. 9.20
･R 1.10.23
･R 1.12.11
･R 1.12.27
･R 1.12.27
･R 2. 3.13
	下請契約及び下請代金支払の適正化並びに施工管理の徹底等について
建設業法第8条の改正に伴う建設業法施行規則及び建設業許可事務ガイドラインの改正について
建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律の施行期日を定める政令の公布・施行について
台風19号に係る応急復旧工事等の優先的かつ円滑な実施等について
下請契約及び下請代金支払の適正化並びに施工管理の徹底等について
建設工事標準請負契約約款の実施について
公共工事標準請負契約約款の改正に伴う公共工事履行保証証券等の運用について
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策に伴う下請契約及び下請代金支払の適正化の徹底について


　　　イ．監督処分及び処置件数

建設業法、建築基準法、労働安全衛生法等建設関連法令に違反した業者に対して、

建設業法に基づき処分を行った。

	年度　
区分
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	取　　　　　　消　　　　　　　　
	33件
	20件
	32件

	営業停止　　　　　　　　
	10件
	6件
	7件

	指　　　　　　示
	15件
	4件
	10件

	勧　　　　　　告
	0件
	0件
	0件

	合　　　　　　計
	58件
	30件
	49件


（２）建設工事紛争相談

　　　　建設工事に係る各種の相談に応じ、紛争の早期解決や未然防止に努めた。

	区　分
	紛争の内容
	年度別件数

	
	
	H29
	H30
	R1

	元請・下請
間の紛争
	中間下請業者の倒産による請負代金の
不払い
	2件
	1件
	0件

	
	請負代金の支払い遅延
	31件
	6件
	10件

	
	工事内容の変更等に伴う請負代金に
関する紛争
	12件
	4件
	7件

	
	賃金不払い
	22件
	17件
	18件

	
	その他（契約解除に伴う損害賠償等）
	14件
	6件
	11件

	
	小　　　　　　　計
	81件
	34件
	46件

	工事に係る
紛争
	工事瑕疵･疎漏工事･工事遅延･工事未着手･
中途放棄･契約不履行等による紛争
	173件
	47件
	180件

	そ　　　　　　の　　　　　　他
	1,429件
	1,138件
	1,652件

	合　　　　　　　　　　　　　計
	1,683件
	1,219件
	1,878件


（３）大阪府建設工事紛争審査会

建設工事の請負契約に関する紛争について、当事者の申請に基づき、大阪府建設工事

紛争審査会において、あっせん、調停、仲裁を行った。

	年度
	種別
	申請受理件数
	終了件数
	審査会開　催回　数

	
	
	前年度からの繰越
	当該年度の申　請
	計
	和解
	仲裁
判断
	打ち
切り
	取り
下げ
	計
	

	H29
	あっせん
	0件
	0件
	0件
	0件
	－
	0件
	0件
	0件
	0件

	
	調　　停
	6件
	2件
	8件
	3件
	－
	2件
	1件
	6件
	19件

	
	仲　　裁
	1件
	0件
	1件
	0件
	1件
	－件
	0件
	1件
	0件

	
	合　　計
	7件
	2件
	9件
	3件
	1件
	2件
	1件
	7件
	19件

	H30
	あっせん
	0件
	0件
	0件
	0件
	-
	0件
	0件
	0件
	0件

	
	調　　停
	2件
	5件
	7件
	1件
	-
	1件
	3件
	5件
	12件

	
	仲　　裁
	0件
	2件
	2件
	0件
	0
	－件
	0件
	0件
	5件

	
	合　　計
	2件
	7件
	9件
	1件
	0
	1件
	3件
	5件
	17件

	R 1
	あっせん
	0件
	0件
	0件
	0件
	-
	0件
	0件
	0件
	0件

	
	調　　停
	2件
	3件
	5件
	1件
	-
	2件
	1件
	4件
	9件

	
	仲　　裁
	2件
	1件
	3件
	0件
	1
	1件
	1件
	3件
	5件

	
	合　　計
	4件
	4件
	8件
	1件
	1
	3件
	2件
	7件
	14件


・委員60名（委員15名、特別委員45名）

・平成29年度　歳入　建設工事紛争処理申請手数料　　　　99,200円

・平成30年度　歳入　建設工事紛争処理申請手数料　　 　655,390円

・令和 元年度　歳入　建設工事紛争処理申請手数料　　 1,009,935円

２．建設工事統計調査

　　国の委託により、建設工事統計調査（施工統計、建設工事受注動態統計）を実施した。

　

（１）建設工事施工統計調査（令和元年7月実施）

　　　　　建設工事施工統計調査　　7,649件

　　　　　

（２）建設工事受注動態統計調査（毎月実施）

　　　　　対象事務所　　　　　　　　629件

　（３）建設工事統計調査委託金（(１)及び（２）の統計調査に係る国からの委託金）

　　　　　平成29年度　　歳入　国庫委託金　　　4,603,545円

平成30年度　　歳入　国庫委託金　　　4,694,886円

令和 元年度　　歳入　国庫委託金　　　4,594,777円

３．公民協働人材確保推進事業

大阪府では、府内の「製造」「運輸」「建設」の人材確保を必要とする業界において、働くことに魅力を感じ、活躍できるよう、業界団体や行政機関、金融機関等で構成する「大阪人材　　　確保推進会議」を設置し、業界及び当該業界の企業のイメージアップと人材を確保するための取組を進めている。
そのため、建設分野においては、商工労働部と住宅まちづくり部が連携し、建設業のイメージアップ、建設工事従事者の入職促進などを目的として、次の事業を実施した。
(1)　現場見学会（令和元年11月18日実施）
　　○　大阪府と府内建設業者5団体で構成する「大阪府建設業懇話会」主催による工科系高等

学校の生徒を対象とした現場見学会を実施した。

(2)　「優秀建設施工者」大阪府知事表彰（令和2年2月17日実施）
　　○　大阪府と府内建設業者5団体で構成する「優秀建設施工者大阪府知事表彰実行委員会」

　　　主催による「優秀建設施工者」大阪府知事表彰を実施した。

４．栄典・表彰事務

建設業の発展に顕著な功績のあった所管団体関係者について、叙位・叙勲、褒章、大臣表彰、憲法記念日知事表彰等における受賞候補者の推薦手続きを行った。

〔このページは白紙です〕
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